
31

差異調査決定のための数理モデノレ

一連続確率分布のアプローチー

辻　　　正　雄

I　序

　原価差異調査の意思決定問題は，古くはr例外管理の原則」に基づいて，近

年においては決定理論による分析や品質管理の領域で発展を遂げた統計的方法

を活用して，多様な考察がなされてきた。例えば，例外管理の原則に従うと，

原価差異の多くはランダムな変動のために発生するので，時閻的及び情報処理

的に制約のある責任管理者に対して，すべての差異についてではなく，例外的

な重要性の高い差異についてのみ注目を得るように報告しなければならない，

とされている。しかし，何が重要であり，原価差異がどれだけになったら調査

を必要とするかの判断は，担当者の勘と経験に頼らざるをえず，なんら合理性

のある基準を提示するには至らなかった。

　そこで，統計的方法を応用して，原価差異がある一定の確率分布に従うと仮

定し，その標準偏差σの2倍ないし3倍の値を管理限界として設定し，それを

越えた原価差異についてのみ調査を行なえばよい，とする提案がたされた。確

かに，2σや3σを越える原価差異は，例外であると見ることができようが，

該当するすぺての差異を調査して，必要ならば是正措置を講じることが，経済

的に合理性のあることだとは，必ずしも言えないのである。

　経済的な合理性を与える数理モデルを構築する試みは，Bierman，Fouraker

とJaedickeらにより，決定理論に基づくアブローチとして定式化され，後に
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はKap1anやDyckmanらによって一層精級化された。彼らのモデルは，管

理対象のプロセスをr管理内の状態」とr管理外の状態」とに区分してそれぞ

れの確率分布を仮定し，「調査する」ことから生じる期待費用と，「調査しな

い」場合に生じる期待費用とを等しくするような管理内の状態の臨界確率を計

算するメカニズムから構成されている。しかしながら，残念なことに，彼らの

アプローチには，モデルの基礎にある仮定が，余りにも単純化されているため，

現実とは掛け離れているという欠点が見受げられる。例えば，3つのモデルは，

いずれも「管理内の状態」とr管理外の状態」という最も単純な2つの離散的

な状態区分に基づき，2つの状態間及び，各状態内における多様な推移過程を

認識してはいない。また，調査や是正措置に要する費用は，原価差異の大きさ

にかかわらず，常に一定であることが仮定されてい乱

　そこで，この論文の目萄は，差異調査の決定問題のこれまでの研究の欠陥を

改めるために，より現実性の高い適切な仮定を設定し，しかしそのため数学的

に余りに煩雑なものとなり実施可能性を損うことのないような，操作性の高い

数理モデルを構築することにある。

1I　最適な管理限界の設定

　この節において，原価差異の発生する状態が，離散的ではなく違続的である

と考えた場合，差異の調査活動の決定ルールを規定する最適な管理隈界を設定

するためのモデルを提示することから始めよう。

　まず第一に，このモデルで言う原価差異は，貨幣で表示され，実績と標準原

価の差額として計算されるものとする。一般に，標準原価は，業務の遂行責任

を負う管理者が，上司と綿密な調査と議論を尽くLて公正に決められる。従っ

て，設定された標準原価は，通常の能率的な業務条件の下で発生するべき原価

を表わしている，と考えられる。

　第2に，原価集計時点における原価差異を変数xで，また管理限界を変数k
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（0≦kく。。）で表わすことにする。例外管理の原則に基づく原価差異調査の意

思決定ルールは，次のように記述される。

　（i）　もLもx＞kたらば，差異を調査する。

　（ii）その他の場合には，調査しない。

　言うまでもなく，xの値は，正であるか正でないかの2通りしか有りえない。

xが負の時には，有利な差異が発生L，xが正の時には不利な差異が発生Lた

ことになる。kが正であっても，臨界値kを越えていなければ，差異が調査さ

れることはなく，従って業務活動ば，少なくとも次の原価集計時点まで中断さ

れることなく継続される。しかし，もLもxがkより夫きい場合には，必要に

応じて業務をデ時中断するなりして，差異の原因を究明する調査が行なわれる。

そして，可能ならば，正常な状態に業務を復帰させるために，是正措置が講じ

られる。

　第3に，前述したよう■に，これまでの研究は，調査費用や効益を常に一定で

あると仮定してきたし，また是正措置に要する費用についてはほとんど考慮し

てこなかった。これらの費用や効益は，恐らく差異の原因や大きさに依存して

決まるものと考えられる。しかし，差異の原因が，調査開始の以前に判明する

ということはまず無いであろうから，原価集計の時点で下さねばならない意思

決定のためには，差異原因を考慮外に置かなければならない。そこで，このモ

デルでは，調査費用は，原価差異の犬きさにのみ依存するものと仮定し，I（X）

と表示することにする。

　それでは，差異の調査によってどのような結果が生まれるであろうか。　2

つの可能性があるように思われる。第1には，例えぱ差異は，業務活動に係わ

る意思決定が不適切であった為に発生したことが究明された，というようなケ

ースが考えられる。この場合，差異は，業務部門内部でコントロールすること

のできる要因に起因Lているので，是正措置を取ることが可能である。調査費

用におけると同様に，是正措置の費用も，差異の大きさの関数であると仮定し
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て，J（x）で表示することにする。更に，この節においては，差異調査の結果

常に原因が究明され，もしもそれがコ：■トロール可能な原因であるならぽ，直

ちに取り除かれて業務は元の正常な状態に戻るものと仮定する。

　第2の可能性は，調査の結果から，差異が組織の業務条件や環境条件の変化

等のコントロール不可能な要因によって発生したことが判明するようなケース

であ私この場合，業務部門内部だけで是正措置を取ることはできないために，

将来同じ原因で差異が発生することのないように，標準を正しく改訂すること

にな孔もちろん，こうした改訂作業にも一定の費用がかかるであろうから，

この固定費をEで表わLて，このモデルに組み込むことにする。

　以上の2つの可能性を取り扱うために，kを越える不利な差異が発生した時，

原価会計担当者は，遇去のデータと経験から，その差異がコソトロール可能な

原因から発生したことの確率Pを定めることができるものと仮定する。それ故，

1－Pは，差異がコントロール不可能な原因から発生Lたことの確率を意味し

ている。

　上述の定義と仮定が認められると，原価差異の調査をすべきか否かの決定間

題に関する諸要素は，第1表に要約され私

　　　　　　　　　第1表　原価差異の大きさに対応する利得

　　　　　　差異の大きさ　　　　　　　　　　　　費用及び差異

　　　　　　＿oo〈x≦O　　　　　　　　　　　　　　　x　　　（有利な差異）

　　　　　　　O＜x≦k　　　　　　　　　　　　　　x　　　（不利な差異）

　　　　　　　・…。。　　　・（・）・／｛（x）1霧鴉難；

　連続確率変数と仮定された原価差異Xの正の確率密度関数を｛（X）とすれば，

総費用の期待値は，kの関数として（1）式で与えられる。

　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　k　　　　　　　　　　　　岨

・（・）一1虹（淋・／虹（淋十／1（班（帖

　　　　　　　　　　　　　　　　珪
　　　　十・1・（・）・（・）∂・・（・一・）／・f（・）∂・

（1）

k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　止
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（1）式の各項は・定積分で表わされているので，確率変数xは計算の遇程で消

えてしまい，期待総費用はkの関数となるわけであ私

　ここで指摘されねばならないことは，（1）の定式化において，kは発生する

原価差異の確率分布に何の影響も与えない，ということがインプリツットに仮

定されている点である。換言すれば，Xの実現値は，原価差異の調査をするべ

きか否かの決定に影響されることがないものと考えられている。この仮定は，

行動科学的なインプリケーションを含む，きわめて車要な条件設定であり，そ

の採用の適否は議論の分かれるところであろう。例えぼ，定期的な差果の調査

によって業務活動が妨げられることはなく，また管理者の業績評価は，調査の

実施の有無によって判断されることのない，といった環境状況の下では，この

仮定が容認されるかもしれない。そこで，第V節でこの仮定を外して，kがx

の確率分布に影響を及ぽすようなケースについて考察するまでは，この仮定を

認めることにする。

　さて，ここでの課題は，（1）で定式化された期待総費用U（k）を最小にする

最適なk（k＊で示す）を求めることである。制約条件のない場合の最適化理論

から，（2）式を満たすk。で，（3）と（4）の条件を満足するならば，少なくと

もそのk。は，局所最適値を与えるものである。

　　　　　　　　　　　Ul（灼一∂U（的一0　　　　（2）
　　　　　　　　　　　　　　　　∂k。

　　　　　　　　　　　ぴ（咋∂畿つ・・　　　（・）

　　　　　　　　　　　　　　　　k＜0　　　　　　　　　　　（4）

つまり，最適なkとなる候補kりま，U（k）の第1次導関数をゼロと置いた式

から求められ，しかもユニークな正の値であり，U（k）はピの近傍において

強い意味で凸でなければならない。更に，侯補者の中から全体最適なk＊を見

つげるためには，局所最適値U（k。）を比較Lて，最小のU（k）をもたらすk。

を求めることが必要である。
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　（1）式の各積分を下限あるいは上限に関して，k＝kりこついて徴分すると，

（5）式が得られる。

　　　U’（い）＝f（k。）｛ビ＿I（k。）＿pJ（k。）一（1－p）E｝　　　　　　　（5）

更に，k＝kりこついて（1）式の第2次導関数を計算すると，（3）の条件式が

く6）式と書かれる。

　　　U〃（k。）≡f・（k。）｛い一I（k。）一pJ（k。）一（1－p）E｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　　　　　　　　　十f（ko）｛1－I’（ko）一pJ’（ko）｝〈O

　いま，そデルの解法過程を簡潔に論述するために，差異の調査と是正措置の

費用は，Xの線型関数で近似されるもの，と仮定する。

　　　　　　　I（x）≡C＋cx　　　　（C≠O，c≠O）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　　　　　　　J（x）≡D＋dx　　　　（D≠0，d≠0）

（7）のI（x）とJ（x）を（5）式に代入し，左辺をゼロと置いて，k。を求めると，

　　　　　　　ko－C＋PD＋（1－P）E　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

　　　　　　　　　　　　1－c－Pd

（8）の分母（1－c一凶）は，常に正であると考えることができる。なぜならば，

アプリオリには調査の・結果得られる効益が，その費用を上回ると考えられる場

合にのみ調査が実施されるからであ乱換言すれば，もしもこの数量が正でな

いならば，差異の調査を行なって，可能な是正措置を講ずることの経済的なイ

ンセンティブは，もはや存在しなくなってしまう。もちろん，実施後に実際の

費用と効益とを計算してみたところ，費用の方が大きくなってしまった・とい

うような事態も起こりう乱しかL，これぱ，費用と効益の見積り誤差の間題

であるから，このモデルでは，事前の見積りは正しいものということを前提と

している。

　k＝k。について第2次の導関数をとると，上述の条件が成立するので，U”（ビ）

は正となる。

　　　　　　　U”（k。）＝f（k。）（1＿c＿pd）＞O　　　　　　　　　　　（g）
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従って，以上の分析から，（8）式で与えられるk。が，ここで求めようとして

いる最適な管理限界k＊に他ならないことが判明する。つまり，

　　　　　　　k・一C＋・C＋（1i・）E　　　　　（10）
　　　　　　　　　　　1－c一飼

　興味深いことに，（10）式の分子は，調査と是正措置に伴う期待固定費を表わ

しており，分母は，それらの行為から期待される限界効益（費用の節約額）に

相当していることに気付く。つまり，最適値k＊は，固定費と限界効益との比

率として与えられているのである。C－V－P分析に明らかなように，この値は，

意思決定による期待効益と期待費用とをちょうど等しくする原価差異，つまり

損益分岐点を意味している。

　（10）のk＊を調べてみると，直観的に予想されるように，調査に要する」固走

．費及び変動費が増犬すると，k＊の値はそれに応じて大きくなるので，（一〇・，

k＊）という調査の対象とならない差異領域が拡夫される。xの確率分布の型に

ついては，たんら隈定的な仮定が設けられてはいないので，（1O）のk＊は，正

の確率密度関数をもついかなる連続確率分布についても適用することができる

点を強調しておこう。

　具体的な数値例で，k＊がどのように計算されるか示すために，いま原価会

計担当者が，c＝￥．20，d昌￥．30，C＝￥1，290，D＝￥1，875，E＝￥50とバラ

メータを推定したとしよう。更に，担当者は，差異がコントロール可能な原菌

から発生することの確率は，経験と分析から80％である，と考えている。この

問題における最適な管理限界k＊は，（10）式を用いて以下のように計算される。

　　　k・一￥1・290＋（80）（￥1・875）十（1－80）（￥50）一￥5，000
　　　　　　　　　　弓ξ1一￥．20一（．80）（弓ξ．30）

原価集計の時点における最適な意思決定は，もしも原価差異が￥5，000より

も大きいならばその業務プ目セスを調査して，差異原因の究明をはかる，とい

うことである。
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皿　予備調査の導入とその影響

　前節において考察された差異調査は，必ず差異の原因を究明することが仮定

されていた。そこで，このような完全な調査を本調査と呼び，失敗の可能性を

もつ予備調査と区別することにしよう。予備調査は，その名前が示すとおり，

本調査に先だって実施される調査で，本調査より低い費用ですむが，原因を追

及しても明らかにすることができない危険を含んでいる。

　本調査に加えて予備調査を導入する場合，それぞれの最適な管理隈界は，ど

のように導出されるであろうか。予備調査と本調査の実施を決定する規準とな

る2つの管理隈界を，それぞれk、及びk。（0＜k。＜k。）で表示する。本調査

が実行されるのは，原価差異xがk。を越えてしまった場合であるのに対して，

予備調査は，xがk。より小さいがk1よりは犬きい場合に実行される。予備

調査の費用をI・（X）で，また本調査の費用をI・（X）で表わすと，一般性を損

うことがない仮定から，x＜k。について，

　　　　　　　　　　　I。（x）＜I。（x）。　　　　　　　　　（11）

更に，予備調査が成功する（原因が究明される）可能性を，確率h（0＜h＜1）

で示すことにする。以上の状況設定の下で，予備調査が実施されたとすると，

その結果は，次の3つのケースが考えられよう。

　（1）差異原因が究明され，コソトロール可能なその原困が修正される。

　（2）差異原因は究明されたが，それがコソトロール不可能な要因から生じて

　　いるために，是正されない。

　（3）差異原因が究明されないため，それがコントロール可能かあるいは不可

　　能な原因によるものか判別できない。

これらのケースについて，同時確率と費用並びに差異を示すと，第2表に要約

される。

　第2表で注意しなければならないことは，コソトロール可能な要因から発生
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　　　　　　　　　　　第2表　同時確率と費用並びに差異

　　　　　　　可能性　　　　　　　　　　　　確率　　　費用並びに差異

　　　究郷こ成功．コソトロール可能　　　　　　　　q　　　　　　J1（x）

　　　究卿こ成功・コソトロール不可能　　　　　　h－q　　　　E1（〈E2）

　　　究卿こ失敗，コソトロール可能　　　　　　　p－q　　　　　　I　x

　　　究明に失敗，コソトロール不可能　　　　　1－p－h＋q　　　　　O

した差異の原因が，予備調査では究明できなかった場合，回避可能た原価差異

を負担したげればならない点であ私しかし，もしも差異の原因が，コントロ

ール不可能な要因によるものであったならば，原因が発見されていたとしても，

是正措置を取ることはできなかったであろうから，負担されるべき費用はゼロ

と考えることができる。

　予備調査と本調査のための最適な管理限界は，関連総費用の期待値を最小に

するものとして求められる。そこで，期待総費用を，定義及び仮定に基づいて

定式化すると，

　　　舳）一／1ぎ（畑！1註（・）1・・！lト（・）・（・）赦一

　　　　　　　　・・／lト（・）f（・）赦・（・一・）llト・（泌　（12）

　　　　　　　　　　　　　止　　　　　　　　・（・一・）／ζ・（・）1・・1才（・）f（・）赦・・1才（・）・（・）・・

　　　　　　　　・（1一・）1戸（・）楓

　　　　　　　　　　　　　里

kユ＝k“及びk。＝k里りこついてU（k。，k。）を偏微分すれば，

∂U祭㎏）一・（㎏W－W）一・・㏄）一（・一・）軋一（・一・）・・1

∂U（k・・k“）一f（k、。）｛I1（k，。）十qJ1（k，。）十（h－q）E、　　　　　　　（13）

　　∂k至。

　　　　　　　　十（p－q）k2o－I2（k2o）一pJ2（k，o）一（1－p）E2｝o

前節におげると同様に，費用関数は（14）式で示されるように線型であると仮
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定する。

　　　　　　　I1（x）＝C1＋c1x；J1（x）＝D1＋d1x
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　　　　　　　I2（x）＝C2＋c．x；J2（x）＝D2＋d皇x

（13）式の右辺をゼロに等しいと置いて，2つの方程式を解くと・（15）の解が得

られる。

　　　　　　　　　　　X．
　　　　　　　k。。一
　　　　　　　　　　1－Y1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　　　　　　　k里。一X・一X・

　　　　　　　　　　Y。一Y2

ここで

　　　X1≡C1＋qD1＋（h＿q）E1

　　　X2≡C2＋pD2＋（1＿p）E；

　　　Y。＝・。十qd。十P－q’

　　　Y2＝c2＋Pd2

第1式の分母1－Y・は，前節r　kについて説明されたと同様の理由から・正

の値をとる。また，第2式の分子と分母も，以下に論及されるように正となる。

定義から，本調査の期待固定費X。は，予備調査のそれX。よりも大きく，他

方，前者の限界費用を示すY。は，後老のそれY。よりも犬きくなることはな

い，と考えられる。なぜならば，これは，本調査を費用効益的意味において効

果的なものとしてとどめておくための必要条件になっているからである。換言

すれば，もしもこの条件が成立しないとするならば，予備調査が，差異の大小

にかかわらず，本調査よりも小さな費用ですむ，ということにたり，本調査は

まったく魅カの左いもあに走ってしまらのである。従って，k、。及びk！は，

共に正の値をとるという結論が導かれる。

　続いて，k。≦k里の条件は，もしも（16）の不等式が成立するならば，満足さ

れることが分かる。
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　　　　　　　　　　　　×2　1－Y。
　　　　　　　　　　　一＞　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　　　　　　　　　　　　X1－1－Y。

この不等式の意味するところは，予備調査に対する本調査の相対的固定費が・

前者に対する後者の相対的限界効益よりも小さい値であってはな宇ない・とい

うことである。前述されたk。及びk。の正値条件におけるとは逆に，この条

件は，予備調査を魅力あるものにとどめておくために欠くことができないので

ある。もしも（16）が成立しないとなると，予備調査を実施する経済的な動機は，

まったく失われてしまうからである。

　最小値を求める第2次（十分）条件を調べてみると，（17）に示されるように

望まLい結果が得られる。

　　　　∂2U（k1。，k2）　　　　　　　　∂里U（k1，k“）．

　　　　　　　　　　＞O　　　　　　　　　　　〉O
　　　　　∂k1o2　　　　　　　　　　　　　　　　∂k202

　　　　∂2U（k1。，k，）　　　∂，U（k“，kダ）　　　　　　　　　　　　（17）

　　　　　　∂k1o2　　　　　　　　∂k1o∂k2o

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞O
　　　　∂2U（k“，k！）　　　∂2U（k1，k“）

　　　　　∂k2o∂k1o　　　　　　　　　∂k202

以上の分析から，（15）で与えられるk。。及びk“は，最小の期待総費用をも

たらす最適な管理限界であることが証明される。

　予傭調査の最適な管理隈界k。＊は本調査の意思決定からはまったく独立して

いるのに対して，後老の最適な管理限界k。＊は，前老に係わる費用バラメータ

や確率の値によって，影響を受ける，ということが分かる。（15）から明らかな

ように，k。＊は，予備調査と本調査の間の固定費及び限界費用の差額に依存し

ている。予備調査の成功する，つまり差異原因を究明しうる確率が高くなれば

なるほど，そして，限界費用に対する固定費の差額が増大すればするほど，

k茗＊の値は夫きくなり，予備調査の領域が，一層拡大されることになる。

　前節で導出された本調査の最適な管理限界は，予備調査の導入によって，ど

のようなインバクトを受けるであろうか。k。＊とk＊の差を計算すると，（16）
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の不等式から，非負とたることが容易に証明される。

　　　　　　　　X2（1＿Yl）＿Xl（1＿Y2）
　　　k2虫＿k＊＝　　　　　　　　　　　　　　　　≧O　　　　　　　　　　　　　　　（18）
　　　　　　　　　（YrY里）（1＿Y2）

k。＊がk＊よりも大きくなるということは，予備調査の導入によって，本調査

の管理隈界が，原点（差異ゼロ）から遠ざかっていくことを意味している。す

なわち，このことは，予備調査が実施される領域の存在を明示しているに他な

らない。

w　最適庄管理方法の価値

　伝統的な原価差異調査の意思決定において，これまで管理隈界についてフォ

ーマルな定式化が行なわれる，ということはなかった。そこで，「重要性の原

則」に基づき，r標準原価の10％を超過する差異について調査するべし」・とい

った決定方法が採用されてきた。しかし，この10％という数値には・なんら理

論的根拠は与えられていないのである。統計学的基礎をもつ管理図法が・この

間題に適用される場合には，管理限界を概ね標準偏差の2倍ないし3倍に設定

することが常であった。しかし，この基準とて，統計学的に説明はできても，

経済学的な根拠から正当化することはできたいのである。こうした意味で，前

節で希求された最適な管理隈界は，経済学的基準に基づくはじめての定式化，

ということができる。

　そこで第1V節では，伝統的な経験則に代えて，（10）で与えられた最適な管理

隈界を使用することが，どれだけ有利であるかを明示するために，最適な管理

方法の価値を定義し，その値が常に非負であることを証明することにLよう。

　通常の管理図法におけるように，原価差異Xは，平均値ゼロ，標準偏差ぴ

をもつ正規分布に従うもの，と仮定すると，その確率密度関数f（x）は，（19）

に定義される。

　　　　　　　　　　　　1　一十（÷）2
　　　　　　　f（x）一　　一　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
　　　　　　　　　　〉2πσ
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置換積分法を用いて，以下に繰り返し使われる（20）式を導いておく。

　　　／・f（・）1・一1・、去、・÷（÷㌦

　　　　　　　　一．」e一÷（÷γ、。　　　（。。）
　　　　　　　　　　〉2π

　　　　　　　　＝一σ里f（x）十C

ここで，Cは任意の定数を表わしている。（20）式を使えば，次の定積分は容易

に計算される。

llきf（・）赦一一、≠÷（÷γll＝一、景一一榊）

、1ト榊一一古柵ト・（・）一（イ）f⑫）（21）

　　　　　　　＝σ2f（o）一σ2f（k）

ll・f（・）1・一一云声γ1一・一（一ふ・）一仰）

　前節の仮定に加えて，原価差異の正規分布を仮定する状況の下で，（10）の最

適管理眼界を採用すると，期待総費用は，次のように計算される。

　　　　　　　○　　　　　　　　止＊　　　　　　　固
　　　・（・＊）セ（・）吋・・（・）…1ぷ…）・（・）赦

　　　　　　　　・・1，！・…）1（・）∂・・（・一・）ほ・（・）・・　（・・）

　　　　　　＝（＿1＋c＋pd）σ2f（k＊）十｛C＋pD＋（1＿p）E｝｛1＿F（k＊）｝

　　　　　　　　止＊　　　　　　　　　　k＊
ただし，・（・・）一〔1（・）∂・一十弍・（・）赦

　これに対して，ある正の実数mを定めて，原価差異がmσを超過した時に，

差異を調査する，という経験則を採用したとすれば，この管理方法の下で期待

される総費用は，

　　　　　　　0　　　　　　　　　　mπ　　　　　　　　　咀
　　　・（m）一1・f（・）∂・・1・・（・）…1（・…）・（・）・・

　　　　　　　一軸　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　m血
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　　　　　　　　・・1（・十・・）f（・）…（・一・）1・f（・）・・　（・・）

　　　　　　＝（一1＋c＋Pd）σ，f（mσ）十｛C＋PD＋（1－P）E｝｛1－F（mσ）｝

　（1O）のk＊を用いた最適な管理方法の価値を，V（k＊，m）で表わすと，それ

はU（m）とU（k＊）の差として定義することができる。

　　　V（k＊，m）＝U（m）一U（k＊）

　　　　　　　　＝｛1＿c＿pd｝｛f（k＊）＿f（mσ）｝σ垂

　　　　　　　　　　　　十｛C＋pD＋（1－p）E｝｛F（k＊）一F（mσ）｝　　（24）

　　　　　　　　＝｛1二c＿pd｝｛fN（z＊）＿f。（m）｝σ

　　　　　　　　　　　　十｛C＋pD＋（1＿p）E｝｛FN（z＊）＿FN（m）｝

（24）の2行目から3行目へ移行する際に，z＊＝k＊ノσの変換がなされており，

f。（・）及ぴF。（・）は，それぞれ標準正規分布の確率密度関数と累積確率を，

表わしている。

　k＊が最小の期待総費用をもたらす最適な管理限界であるならば，V（k＊，m）

は常に非負でなげれぼならない。従って，mσがk＊に等しく定められた時に

のみ，V（k＊，m）は最小値のゼロの値をとることになる。これを証明するため

に，m＝m。についてV（k＊，m）の1次の導関数を計算して，それをゼロに等

しいと置く。

等芦）一／・・…（・一・）・／（、÷；÷㎡）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1・一÷m．2
　　　　　　　　　　＋m。σ（1＿c＿pd）　＿e　　　　　　　　　（25）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉2π

　　　　　　　一／（・…・・）州・…1（・一・）・1〕、÷；÷が2一・

　m＝m。についてV（k＊，m）の第2次導関数を求めると，正であることが分

かる。
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”V絆）一／（・十・・）曲一1・・…（・一・）・1〕（26）

　　　　　　（、≒1・（・…・・）ノ÷；押・・

その結果，V（k＊，m）の最小値は，（25）を解いて得られる（27）式

　　　　　　　　　C＋pD＋（1＿p）E
　　　　　　　mσ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
　　　　　　　　　　　1－c－Pd

が成立する時に，ゼロの値となることが結論される。予告されたように，この

mσは，（10）のk＊と同一のものである。従って，原価差異調査の意思決定に

係わる期待総費用は，提示された管理方法を用いることによって，最小化され

ることが，ここでも検証されたことになる。

　第n節で使われた数値例を利用して，上述の議論を補足することにLよう。

ある伝統的な原価会計担当老が，原価差異の標準偏差σを￥1，562．50と測定

Lた時に，管理限界を2σと設定したとす私標準正規分布表を参照すると，

次のヂータが得られる。

　　　F皿（z＊）＝．99931；FN（2）≡．9772

　　　f瓦（z＊）＝．O0238；　fN（2）≡．05399

　そこで，2σなる経験則を排して，最適な管理限界を採用することにより期

待される増加効益は，（24）から，

　　　V（k＊，2）＝￥．56（．00238＿．05399）（￥1，562．50）

　　　　　　　　十￥2，800（．99931＿．9772）＝￥16．75．

すなわち，最適な管理方法の採用によって，￥16．75節約されることになる。

Yモデルの拡張

　前節までのモデルにおいて，事前に設定される管理隈界は，実績に対してな

んらの影響も及ぼさないことが，インブリシヅトに仮定されていた。しかL，
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実績を生むプロセスが，なんらかの管理方法の下に置かれていながら，その管

理方法によって実績がなんの影響も受げない，という仮定は，現実からいささ

か遊離しているように思われる。例えば，管理隈界を小さく設定した場合，差

異調査の実施を通してプロセスヘ介入する頻度は，当然多くなるであろう。そ

の結果，調査による介入を避けるために，原価差異を小さくしようとする努力

が，誘発されることになろう。しかし，こうLた場合，本当に効率が上がり，

実績が良くなる方向に進めばよいが，緩い標準を設定して，実績が向上したか

のように見せ掛げようとする行動が，現われるかもしれない。その場合，標準

が不適切なものとなるから，それを基準に測定された原価差異は，バラツキが

大きくなる，という結果が起こるであろ㌔そこで，第V節では，こうした行

動科学的要素を考慮に入れたモテルの再構築をはかることにしよう。数理的に

簡便に取り扱うことのできる範囲で，より現実に接近することが，そデル再構

築のねらいである。

　まず初めに，不確実な原価差異xは，（28）式で定義されるものとする。

　　　　　　　　　　　x＝m（k）十s（k）u（θ）　　　　　　　　　　（28）

ここで，

　　　　　　　・（・）一／・・（・；・）赦

　　　　　　　・（・）一11・一・（・）／2f（・；・）・・

　　　　　　　u（θ）＝平均値ゼロで有限な一定の分散をもつ確率変数

xの平均値と分散は，事前に設定される管理限界kによって規定されることが

仮定されている。

　（7）で定義された費用関数をここでも使うことにして，（1）の期待総費用を

書き換えると，

　　　　　　　止　　　　　　　　　　　　　　　岨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蜆
　　　・（・）寸芒・（・；・）…1止（・…）1（・；・）・…1、（・…）f（・；・）赦
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　　　　　　　　　・（・一・）1・f（・；・）赦

　　　　　　　　　　　　　且
　　　　　　k－m（k）
　　　　一1て『・（・）lm（・）一・（・）・1・（・）ぬ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
　　　　　　　・／・・…（・一・）・／l。．。（。）・（・）・（・）∂・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　s（k）

　　　　　　　・（・十・・）」、（辿・（・）／m（・）・・（・）・／・（・）ぬ

　　　　　　　　　　　　　S（k）

ここで，ぬ＝∂x／s（k）なる関係が存在し，g（u）は確率変数uの密度関数を

表わLている。更に，（30）式を

　　　　　　　　　　　k－m（k）
　　　　　　　・（・）一1マ「・（・）ぬ

　　　　　　　　　　　k一皿ユ（k）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）

　　　　　　　W（・）一／了『・・（・）ぬ

（29）に代入して整理すると，U（k）は（31）となる。

U（k）＝m（k）s（k）F（k）十s里（k）W（k）十s（k）｛C＋pD＋（1＿p）E｝｛1＿F（k）｝

　　　　十m（k）s（k）（c＋Pd）｛1－F（k）1－s2（k）（c＋Pd）W（k）　　（31）

　前節におけると同様な最適化の方法を適用して，最適た管理隈界k＊を求め

ることにする。（31）をk＝kりこついて徴分し，それをゼロに等しいと置くと，

（32）式が得られる。

　　　（c＋pd）｛m’（ピ）s（ビ）十m（k。）s’（k。）｝十｛C＋pD＋（1＿p）E｝s’（k。）

　　　十（1＿c＿pd）｛m’（k。）s（k。）十m（k。）s’（い）｝F（ビ）＿s’（k。）｛C＋pD

　　　＋（1＿p）E｝F（k。）十（1＿c＿pd）m（k。）s（k。）F’（k。）＿s（ko）｛C＋pD

　　　＋（1＿p）E｝F’（灼十（1＿c＿pd）｛2s’（k。）s（灼W（k。）

　　　十s，（k。）W（k。）1＝0　　　　　　　　　　　　　　　（32）

　もしもU”（ビ）が，（32）式を満たすk。の領域において，正であるならば，

それらのk。は，少なくとも局所最適をもたらす。全体最適を与えるk＊を見
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つけるためには，それらのk。のうち正のものについて，U（k。）を比較し，

最小値をもたらすk。を識別しなければならない。もLもこの値が，k→0及

びk→。。のときのU（k）よりも小さいならば，このk。が最適な管理限界と

いうことになるo

　これまでの一般的な議論を，より具体的に展開するために，以下ではu（θ）

が，（i）標準正規分布する，（ii）三角分布に従う，2つのケースについて考察

することにしよう。

　（i）標準正規分布するケース

　簡潔を期するために，m（k）＝面kが与えられ，xの分散は一定であること

が仮定されるものとする。（28）の原価差異xは，簡単に（33）弐のように書かれ

る。

　　　　　　　x。＝而k＋σn（0，1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）

　ここで，面はある一定の定数であり，σはXの標準偏差を表わしている。

n（0，1）は，平均値ゼロで，分散が1の正規分布する確率変数を表わしている

から，xは平均値而kで，分散σ2の正規分布に従うことが導かれる。つまり，

　　　　　　　　　　　　　　　　（x一面k）2
　　　　　　　　　　　　　1　■7・■　　　　　　　f（x，k）＝　　＿　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）

　　　　　　　　　　　　ぺ2πσ

と書くことができる。

F’（k）及びW（k）を計算して（32）に代入すると，（35）が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　k一面k　　　　　　　面2
　　　而1（・・凶）・面1（・十飼）［㌻去・’η・

　　　十〔而（1－c－pd）一｛C＋pD＋（1－p）E｝　　　　　　　　　　　　（35）

　　　。（・一。一凶）（。一而。）〕（。一繭）とe一÷（竿γ一。

　　　　　　　　　　　　　　　　　〉2π

（35）式をkについてエクスプリシットに解くことはできないので，これを満た

すkを求めるためには，コンピュータを使用して，試行銭誤的に解かなければ
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ならない。

　（ii）三角分布するケース

　続いて，xが，第1図に示されるように，下隈が一1で上隈がnの三角分布

に従う場合について検討してみよう。ここでも，分布の平均値は，m（k）≡面k

で与えられるものとする。この三角分布の確率密度関数は，（36）式で書き表わ

すことができる。

　　　　　　　　　　h

ここで， h＝2／（1＋n）

一1　　　　0涜此　　ム　　　　’一　　　1

　　　　　　第1図　三角分布

そこで，（29）に定義された期待総費用は，次のように定式化される。

・（・）一1｝／＋（・一而・）・巾・・llご／一÷（・一而・）・・／・・

　　　　　　・／l／・・…（・一・）・・（・・凶）・／／＋（・一而・）・・／∂・

　　　　一・／一早（1・1）・（3雫寿2）（レ・一凶）／・3（・・）

　　　　　　・・／（1…芸面）／・・…（・一・）・／・÷（1一・一凶）〕・望
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・・／晋（・一・一閑）一（・一而）／・・…（・一・）・／〕・

・÷（・一・一凶）・十／・・…（・一・）・／

　（37）式をk＝kりこついて徴分し，それをゼロに等しいと置くと，（38）式と

たる。

　　　測（k。）
　　　　　　　＝3Kk。里十2Lk。十M＝0　　　　　　　　　　　（38）
　　　　6ビ

ただし

・一千（ト芸）・（3雫言2）（・十凶）

・一1詳／・・…（・一・）・／・十（・一・一凶）

M一晋（1＋煎）一（・一而）／・・…（1一・）・／

ここで，K≠0及びL2－3KM≧0が成立するならば，方程式（38）には，2つ

の実根が存在する。

　　　　　一L＋〉LL3KM　　　　　　　　＿L＿ノL2＿3KM
　　　k＋：　　　　　　　　　　　　　　　　　　k一＝　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
　　　　　　　　　3K　　　　　　　　　　　　　　3K

求める最適解k＊は，K，L，M及びk＋，k1の符号等の条件によって，第3

表に表示されるように，16通りが考えられる。一例として，K〈O，L＞O，M

＜0で，しかもk＋〉0，k一〉Oの場合には，U（k）は，概略第2図のようにス

ヶツチされる。従って，もしもU（k＋）〉U（n）であれば，nが，もしもU（k＋）

＜U（n）であればk＋が，それぞれ最適な管理隈界となる。付言するまでもな

く，局所最大値を与えるk’が，最適解k＊になることばありえない。
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第3表　最適な管理限界

KL＆Mの符号

K＞O，L＞O，M＞O

K〈O，L＜O，M＜0

K＞O，L＞O，M＜0

I（＞O，L＜O，M＜O

K＞O，L＜O，M〉O

K＜O，L〉O，M＞0

K〈O，L〈O，M＞O

K＜O，L＞O，M＜O

㎞・トの符号1

k＋＜O，k一くO

・・く叫・一・・1

k＋〉O，k一くO

k＋＞O，k一くO

k＋＜O，k一＞O

k＋＞O，k一〉O

条　　件

if　k＋＞n

if　k＋＜n

if　U（O）〉U（n）

if　U（O）〈U（n）

if　U（k＋）＞U（n）

if　U（k＋）〈U（皿）

if＝⊥＞。
　　2L

最適な管理限界

k＊＝0

k＊；n

k＊ヨn

k＊＝k＋

k非；n

k＊二〇

k＊三n

k＊二k＋

k＊＝n

K＝O，L〉O，M＜O
if＝⊥＜。
　　2L

if　U（O）〉U（n）

k・＝＿M
　　　2L

k＊＝n

K＝O，L〈O，M〉O

K＝O，L＞O，M〉O

K二0，L＜O，M＜O

K＝O，L；O，M＜O

K＝O，L昌O，M＞O

if　U（O）〈U（n） k＊二〇

k＊＝O

k＊＝n

k＊＝n

い・一・

　一1

第2図

　　　　　　店十　　　ム■　冊　　　　　北

K＜O，L＞O，M〈O，k＋〉O，k・〉Oのケース
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VI結　　　び

　いかたる管理方法も，その実施には限られた組織の物的，人的な資源の消費

を伴うであろうから，それを実施すべきか否かの決定は，経済学的な分析の対

象となる間題である。これまで管理者の経験と勘に頼っていた領域に・精綾な

数理手法を導入するような場合，行動科学的要因の外にも，新しい手法が従来

のものに比較してどれだけの効益をもたらすかが，その実施に要する費用と共

に，分析されねばならない。原価差異調査の実施は，その効益が費用を上回る

と確信される場合にのみ，施行される，という経済原則は，この論文で提示さ

れた数理モデルの実施についても，同様に妥当する。

　原価差異調査の決定問題に関する多くの研究が，今目までなされてきたにも

かかわらず，経済的に最適な管理隈界を求める研究は，見い出すことができな

かった。この論文は，原価差異が連続分布に従う場合に，2σや3σの管理限

界に代わって便用されるべき，経済的に最適な管理隈界を求める数理モデルを

提案した。このモデルの特長は，差異の分布型のいかんにかかわらず適用する

ことができる，という一般性にある。実証的研究に示されているように，原価

差異は必ずしも正規分布に従うとは言えないので，この特長は，モデルの適用

力を高めることに役立つと思われる。更に，設定される管理限界が，実績に与

える影響を考慮に入れるように，モデルが拡張された。実施される管理方法に

よって，管理する側もされる側も，様々な影響を受けるであろうから，こうし

た要因の分析は，きわめて重要である。
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